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新型コロナウイルス感染症対策に関する緊急申し入れ（追加・７次） 

 

新型コロナウイルスの感染が、変異株「デルタ株」から感染力の強い「オミクロン株」へと置き換わる

中、新年を迎えました。 

国内の新型コロナウイルス感染者の累計は１月１０日現在、クルーズ船「ダイヤモンド・プリンセス」乗

船者を含め１７６万超となりました。この１週間の新規感染者は３万２０００人を超え、前週（３２００人）

の約１０倍に増加、「オミクロン株」の広がりと共に、増加幅が拡大、死者の累計は１万８０００人を超え、

１週間で８人増えている状況になっています。 

９日から、広島、山口、沖縄３県で、まん延防止等重点措置が取られたものの全国的には、３連休明

けの感染者数の拡大による医療逼迫、社会生活への影響が懸念されます。 

 

兵庫県は９日、県内で新たに２０２人の新規感染者を発表。感染者総数は８万人近くになり、２週間

続けて２００人を超え、２０２１年１０月２日（１０２.７人）以来の３桁となっています。 

 

川西市では、新規陽性者ゼロが続いていましたが、１月１１日現在、累計１７４８人となっています。 

 

市としては、様々なコロナ関連の支援策を実施する中、感染防止への取り組みを徹底すると共に、３

回目のワクチン接種準備を進められるなど、市民の安心・安全のために昼夜を問わず尽力頂いている

ことに心から敬意と感謝を申し上げます。 

 

年末からやっと、兵庫県が無料で実施するワクチンを打てない方や感染が心配な方への PCR 検

査・抗原検査がはじまっていますが、期間が１月３１日までとなっています。感染拡大が広がる中、場

所・件数・期間が十分とは言えません。 

「オミクロン株」が、世界各国で急速な感染拡大を引き起こしていること、国内でも、「オミクロン株」

の市中感染が拡大していることから、爆発的な感染拡大・最悪を想定した緊急対策を実施することが

必要です。 

 

「オミクロン株」は、感染力がとても強いものの、重症化率が低いのではないかという説もあります

が、感染者数が多くなれば重症者数が多くなること、ワクチン未接種の方や既往歴のある方などのリ

スクについてはまだまだ不明なことが多いこと、３回目のワクチン供給や内服薬など治療薬の確保に

ついて、懸念材料があることなど予断を許さない状況を想定して対応するべきです。 

 

私達日本共産党議員団は、新型コロナウイルス感染症に関する申し入れを６回に渡って行ってきま

した。関係機関・団体との協力で実行にむけて努力いただいていることに心から感謝申し上げます。 



 

第６波、感染が拡大する状況を踏まえ、更に、新学期・年度末、社会活動が活発になる時期をむかえ

るにあたって、自治体の裁量で住民の命を守ることを最優先にする市政運営ができるように、国・県

が財源確保を行うこと、ワクチン供給や治療薬確保などの情報提供を迅速に行うこと、感染防止と医

療、福祉、教育・子育て、くらし、事業者等支援を徹底させることを緊急に求めます。 

 

記 

 
１、 重症化リスクの高い高齢者・既往歴を持った方などを中心に、３回目のワクチン接種を最大限、

迅速に行うこと 

 

２、 教育・福祉施設や医療機関に対して、積極的な定期検査を公費で実施すること、及び人材確保

への支援を行うこと 

 

３、 「いつでも、誰でも、無料で」受けることができる PCR 検査を実施できる場所の確保を拡大す

ること、及び当面、無期限で行うこと 

 

４、 陽性者を保護できる体制を拡大すること、及び自宅に置き去りにしないこと 

 

５、 有症者への医療確保、重症化を防ぐための医療提供を徹底すること 

 

６、 発熱外来の体制支援への補助金復活、診療報酬引き上げなど医療機関への十分な支援を行う

こと、保健所の恒常的な職員増など体制強化を行うよう、国に対して意見を述べ実行させるこ

と 

 

７、 保健所を復活させるよう国や県に強く求めること 

 

８、 市立川西病院は、近隣自治体と連携し、コロナ対応病床や医療確保にむけた取り組みを協議、

連携、存続させること 

 

９、 市業務・市民への施策が滞ることがないよう、職員の確保方策を行うこと、及び職員の過負担

を軽減させること 

（病院、救急・消防など緊急業務、保育所など教育・保育・福祉業務、ごみ収集など市民生活を

支える業務など） 

 

１０、 新型コロナウイルス感染症への相談窓口（後遺症・副反応などを含む）を一本化すること 

（相談者がタライ回しにならないように、また、医療や介護費用など大きな負担がいる場合があ

るので、総合的に相談できる場所が必要） 

 

１１、 日本共産党議員団・緊急申し入れ（６次）内容を徹底すること、及び強化すること 

以上 


